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研究成果の概要（和文）：ラテンアメリカ14ヵ国を対象とした分析から、グローバル・バリューチェーンへの統
合は一人当たり所得を上昇させるが、同時に国内の所得格差も拡大させることを明らかにした。また2000年以降
のチリを対象とした分析からは、この時期に進んだ地域経済統合による実行関税率の低下は、輸入競争の強化に
よる生産性の向上を通して産業賃金プレミアムを上昇させるが、その効果は大企業で雇用される技能労働者程大
きく、技能・非技能労働者間の賃金格差を拡大させることを明らかにした。一方で同時期のチリにおいて高等教
育の拡大と多様化が賃金格差を縮小させる効果があることも明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study found that although global value chain integration increased 
per-capita income, it simultaneously increased income inequality in 14 Latin American countries. In 
the case of Chile in the 2000s, this study found that although reductions in effective tariffs 
resulting from the proliferation of regional trade agreements increased industry wage premiums 
through productivity improvements due to intensified import competitions, the effect was 
significantly larger for skilled workers employed in large-sized firms, thereby increasing wage 
inequality between skilled and unskilled workers. It also found that the expansion and 
diversification of higher education contributed to decreasing wage inequality in this period.

研究分野： 国際経済学・ラテンアメリカ経済論

キーワード： ラテンアメリカ　チリ　地域貿易協定　グローバル・バリューチェーン（GVC）　賃金格差　生産性

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
チリにおいて2000年以降を対象に家計調査データおよび事業所レベルデータ両方の詳細な情報を用いて新たなデ
ータセットを作成し、地域貿易協定の結果発効される実行関税率を貿易自由化の指標として用い、さらに結果の
頑健性も十分に検証した点で、本研究は特にオリジナリティの高いものとなっている。またグローバル・バリュ
ーチェーンのような新たな側面を考慮しても、グローバル化は平均的に利益をもたらすが、特に高所得者に偏っ
て利益をもたらすという結果は、近年ラテンアメリカで頻発する社会騒乱の背景を明らかにするものである。さ
らに、技術水準の向上と高等教育の拡大が所得格差を緩和し得るという政策的含意の高い結果も示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
ラテンアメリカ諸国は、資源依存度が高く、生産性の向上が限定的であり、国内には大きな所得
格差がある、といった問題が一貫して存在している。一方で同諸国はグローバル経済への統合を
推し進め、特に近年は地域貿易協定（RTA）の発効や、複数の国で財やサービスの供給・調達を
行うグローバル・バリューチェーン（GVC）の形成が進むなど、グローバル化に関わる新たな側
面もみられる。RTA は特にラテンアメリカ域内のバリューチェーンの形成に資すると考えられ、
さらに GVC への統合は、中小企業に対して輸出への参加機会を提供することなどを通して生産
性の向上と所得分配の改善に寄与すると考えられることから、前述した同諸国の問題を軽減し
経済発展のために寄与する可能性がある。従って、これらの点に関する実証研究が必要であると
の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
そこで本研究ではラテンアメリカ諸国にとって地域経済統合が域内のバリューチェーンの形成
の促進に有効であり、またバリューチェーンへの統合がラテンアメリカ諸国の生産性の向上と
国内における格差の縮小双方に寄与するという仮説を実証的に検証することを当初の目的課題
とした。特に以下の 2 点を検証することを当初の目的とした。 
(1) ラテンアメリカ諸国全体を対象としたパネルデータ分析から、RTA が GVC の形成に与え
た影響と国内の所得格差および生産性に与えた影響を明らかにする。 
(2) ラテンアメリカ諸国の中でも最も早く RTA を促進してきたチリを対象に、GVC への参加
が企業レベルの生産性や企業内賃金格差に与えた影響を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
実際に研究を進める中で、研究代表者が参画している他の研究プロジェクトの成果を踏まえて
よりオリジナリティの高い研究を行うという観点から具体的な研究方法に関しては当初計画か
ら若干の変更を加えた。第 1 は RTA が GVC の形成に与えた影響に関しては、指標とするデー
タの問題等よりオリジナリティの高い成果を得るのは困難であると判断し、ラテンアメリカ諸
国全体を対象とした研究に関しても、GVC への統合が国内の生産性と所得格差に与えた影響を
中心に分析することとした。第 2 はチリを対象とした研究においては、RTA が生産性や賃金格
差に与える影響は、GVC への統合を通したものに限定されるものではないと考えられるので、
RTA 自体を主たる説明変数とし、同時に GVC 統合に関わる変数も加えることとした。また当初
は事業所レベルデータのみを扱い、前述の通り事業所内の技能・非技能労働者間の賃金格差を被
説明変数とする予定であったが、事業所レベルデータでは労働者の属性に関する情報がないた
め、個人属性をコントロールすることができないという問題に直面した。最も望ましいのは、労
働者の個人属性、雇用される企業および産業レベルの属性をすべて含む Matched employer-
employee data と呼ばれるものを使用することであるが、研究代表者が知りうる限り、分析対象
とする 2000 年代のチリに関してはこのデータは存在しない。そこで、これまで研究代表者が精
力的に分析してきたチリ全国を対象とした家計調査データも用いることとし、事業所レベルデ
ータから計算した産業属性を、家計調査データと産業レベルでマッチさせることで、労働者の個
人属性、雇用される産業属性双方の情報を含む、現時点においてでき得るもっと詳細な情報を含
むデータセットを作成することとした。 
 以上を踏まえて以下を具体的な研究方法とした。 
(1) ラテンアメリカ諸国および発展途上国・新興国全体を対象として、グローバル・バリュー
チェーン（GVC）への統合と外国直接投資（FDI）の受け入れが国内企業の生産性に与える影響
に関して実証研究の包括的なサーベイを行う。 
(2) ラテンアメリカ諸国を対象にグローバル経済統合が国内の所得格差に与える影響に関して
その経路に着目して理論および実証研究の包括的なサーベイを行う。 
(3)  ラテンアメリカ諸国全体を対象とたパネルデータセットを作成し、相互依存的なメカニズ
ムを考慮して同時方程式モデルを構築して、GVC への統合、生産性、所得格差の間の関係を明
らかにする。 
(4) チリを対象に、事業所レベルデータから計算した産業属性を、家計調査データと産業レベ
ルでマッチさせた新たなデータセットを作成し、RTA が技能・非技能労働者間の賃金格差に与
えた影響を明らかにする。 
(5) 賃金格差の決定要因としてはグローバル化に関わるような需要側だけでなく、供給側の要
因についても考慮すると考えられるため、チリにおいて高等教育の拡大および多様化が賃金格
差に与えた影響についても明らかにする。 
 
４．研究成果 
上記の(1)から(5)に関しての研究成果は、以下の通りである。 
(1) FDI 研究と GVC 研究の包括的なサーベイを行った結果、特に発展途上国の現地企業の生
産性に与えた影響に関しては、FDI 研究と GVC 研究は相互の研究成果を十分に利用することな
く別々に行われていることが明らかになった。一方で、多国籍企業と現地企業が長期的で相互依
存的な関係になる場合に現地企業の生産性向上に寄与するという GVC 研究の結果は、FDI 研究
にとっても重要であると考えられる。そこで、GVC ガバナンスに関わる変数を FDI の実証研究



の定式化に入れることで、現地企業の生産性向上のメカニズムが起きる経路をより実態的に明
らかにするような統合的なアプローチが可能であることを指摘したサーベイ論文を作成した。
この研究成果を神戸大学経済経営研究所の英文ディスカッションペーパーMurakami and 
Otsuka (2017) として公表すると共に、日本国際経済学会の全国大会、神戸大学、アジア経済研
究所などのセミナーで報告し、最終的に査読付き国際ジャーナルである The Developing 
Economies に受理され、Murakami and Otsuka (2020) として掲載済みとなった。このサーベ
イ論文は、発展途上国の現地企業の生産性への影響に関する FDI、GVC 研究双方の最新の実証
結果を包括的に分かりやすくまとめただけでなく、既存の FDI 研究の定式化の問題点を指摘し、
GVC 研究の視点を入れた統合的なアプローチによる新たな FDI 研究の方向性も示している。匿
名の査読者からもその提示する方向性は 2020 年の World Development Report の提言とも非常
によく一致することが認められており、今後この分野の研究で広く引用され、研究を方向づけて
いく論文となることが期待できる。 
 
(2) 国際経済学の理論およびラテンアメリカを対象とした実証研究の包括的なサーベイを行っ
た結果、ラテンアメリカ諸国においてグローバル経済統合が国内の所得格差に与える影響には
複数の異なる経路があることが明らかになった。さらにこの経路の違いに着目すると、特に 2000
年以降に関してはラテンアメリカ諸国におけるグローバル経済統合には「メキシコ・中米型」と
「南米型」という二つのタイプがあることを明らかになった。この成果の一部は浜口・村上 
(2017) として査読付き学会誌『ラテン・アメリカ論集』に掲載され、浜口編 (2018)『ラテンア
メリカ所得格差論』の第 2 章「ラテンアメリカにおけるグローバル化と所得格差の関係－「メキ
シコ・中米型」と「南米型」にみる影響経路の違い」としても出版された。さらに、研究成果全
体を神戸大学経済経営研究所の英文ディスカッションペーパーMurakami (2018)として公表す
ると共に、日本国際経済学会の全国大会や神戸大学で行われた国際セミナーで報告を行い、査読
付き国際ジャーナルに投稿を行った。今後は、国際ジャーナルへの掲載をめざすと共に、日本語
での出版済みのものに関しては、この分野の重要な先行研究として引用されることが期待でき
る。 
 
(3) 1995 年から 2014 年に関して、ラテンアメリカ 14 ヵ国を対象にデータセットの作成を行
い、実証分析を行った。その結果、製造業への FDI 比率と中間財輸出比率で計測した GVC への
統合は一人当たり所得を上昇させるが、同時に国内の所得格差も拡大するさせることを明らか
にした。さらに、国内の技術水準が上昇すれば、この所得格差を拡大する効果を緩和できること
も明らかにした。この研究成果を神戸大学経済経営研究所の英文ディスカッションペーパー
Murakami and Hamaguchi (2017)として公表すると共に、東京大学で行われた国際セミナーで
報告を行った。この論文を査読付き国際ジャーナルである Oxford Development Studies に投稿
し、2019 年 12 月に提出した改定稿では、前回（2018 年 10 月投稿）から大幅な改善が認めら
れ、Major Revision の判定となり、受理への道筋がみえる状況になっている。特に、独自の同
時方程式モデルを構築し、ラテンアメリカにおける GVC 統合、一人当たり所得、所得格差の複
雑な関係性を明確な形で計量的に明らかにした点は、匿名の査読者からも評価されている。今後
掲載されれば、重要な研究として引用されていることが期待できる。 
 
(4) チリの家計調査データおよび事業所レベルデータの両方が存在する 2000、2003、2006、
2009 年の 4 時点に関して前述の通り、データセットの作成を行い、実証分析を行った。その結
果、地域経済統合による最終財への実行関税率の低下は、輸入競争の強化による生産性の向上を
通して産業賃金プレミアムを上昇させるが、その効果は大企業で雇用される技能労働者で大き
く、技能・非技能労働者間の賃金格差を拡大させることを明らかにした。また GVC への統合も
同様に技能・非技能労働者間の賃金格差を拡大させることを明らかにした。一方、外国技術への
アクセスを表すと考えられる中間財への実行関税率や外国技術への支払い比率そのものは有意
な変数ではないことも明らかになった。さらに、実行関税率の内生性を考慮した場合も、この結
果はロバストであることも示した。この研究成果を神戸大学経済経営研究所の英文ディスカッ
ションペーパーMurakami (2020)として公表すると共に、日本国際経済学会の関西支部研究会
および神戸大学で行われたセミナーで報告を行い、査読付き国際ジャーナルに投稿を行った。チ
リにおいて 2000 年以降を対象に、家計調査データおよび事業所レベルデータの両方の詳細な情
報を用い、産業間で一律な最恵国待遇税率ではなく、RTA の結果発効される実行関税率を貿易
自由化の指標として用い、さらに結果のロバストネスも十分に検証した点で十分にオリジナリ
ティの高い研究となっている。データセットの作成に多大な労力がかかり、補助事業期間内に国
際ジャーナルに掲載されることは達成できなかったが、今後、若干の修正を行えば、掲載を十分
に期待できる水準のものと考えている。同時に今後、ラテンアメリカおよびチリだけでなく、新
興国における貿易自由化と賃金格差に関する重要な研究として引用されていくことが期待でき
るものである。 
 
(5) チリ全国を対象とした家計調査データを用いて、1992 年から 2000 年と 2000 年と 2013 年
の間のそれぞれにおいて 1980 年以降進めてきた高等教育の拡大と多様化が賃金格差の変化に
与えた影響を分析した。その結果、1992 年から 2000 年に関しては、大学および高等専門学校



を卒業することで賃金を増加させる効果が、その収益率が下がることで賃金を下落させる効果
よりも、賃金分布の高い人ほど、大きかったため、賃金格差を拡大させたことを明らかにした。
一方、2000 年から 2013 年に関しては、大卒労働者の割合は増加しないが、高等専門学校卒業
の労働者の割合が増加することで、賃金分布の高い人ほど特に大学教育の収益率が低下したこ
とで賃金格差を縮小させたことを示した。この研究成果の一部を神戸大学経済経営研究所の英
文ディスカッションペーパーMurakami and Nomura (2018)として公表し、最終的に査読付き
国際ジャーナルである Journal of Economic Studies に受理され、Murakami and Nomura 
(2020)として掲載済みとなった。チリの高等教育をめぐっては、様々な先駆的なシステムが導入
されると共に、データの公開も進んでいることが知られており、洗練された手法を用いた教育の
収益率や奨学金の効果の推定などに関する研究が既にいくつもトップ・ジャーナルに掲載され
ているなど、重要な研究分野となっている。本研究は、賃金格差との関係に着目して、人的資本
論の予測通り、チリにおいて高等教育と賃金格差の間に逆 U 字の関係があることを示したもの
である。さらに、チリは多様化した高等教育の中でも、補助金、奨学金など様々な点で、特に伝
統的大学を大幅に有利化する政策をとってきたが、本研究の結果は、授業料などの経費が大学と
比べて比較的安価であるが収益率の低下がゆるやかな高等専門学校の質の確保と拡大を進める
ことが賃金格差縮小のためにも重要であるという政策的含意の高い結果も示している。これら
の点から、この論文は、今後も積極的に行われていくと考えられる研究分野で重要な研究成果と
して位置づけられるものと期待できる。 
 
以上の研究成果をまとめると、ラテンアメリカ諸国および特にチリに着目した場合も、2000 年
以降に関しても GVC への統合は平均的には労働生産性や賃金を引き上げるが、同時にもともと
賃金の高い技能労働者の賃金をさらに引き上げるため、国内の所得格差を拡大させるという結
果を示した。一方で、技術水準の向上や高等教育の拡大が格差を緩和させる効果があるという結
果も示した。これらの研究成果はすべて英文で公表されており、また今後も研究が続けられる可
能性が高い重要な分野であることから、いずれも今後国内外で研究が進められる中で重要な研
究成果として引用されることが期待できるものである。 
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